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スイ ス ・カ ン トンにお け る公 会計 制度

―公会計への資金情報の導入―

Kantonales öffentliches Rechnungswesen in der Schweiz.

亀 井 孝 文*

Takafumi KAMEI

は じめに

表題のようにここではスイスの公会計が直接

の考察対象であるが,ま ずはじめになぜスイス

なのかについて述べておかねばなるまい。

これまで筆者は ドイツにおける公会計制度の

内容についてい くつかの機会に紹介してきたが,

そこでは ドイツにおける公会計決算書が実質的

に財務計算 に強 く志向した ものであるという管

見を披渥 した。また,ス イスのそれにあっては

財務計算書,在 高計算書および成果計算書の体

系か らなる 「FBEシ ステム」であることも紹

介 してきた。 このようなスイスの公会計制度は

かつての古典的なカメラル計算体系か ら脱 して

完全発生主義会計を導入 してお り,1970年 代か

ら1980年 代のアメリカやイギ リスにおける公会

計の議論の進展,さ らには同じカメラル計算体

系をもつ ドイツ公会計制度の改革とは別 に独特

の特徴をもち,加 えて,資 金情報を作成するな

ど世界的に見ても先駆的な制度を作 りあげてい

る。 しかし,子 細に考察すると,こ のスイスの

公会計制度は今世紀前半 における ドイツ資金理

論 の影 響を残 して い るこ とを窺 わせ る興 味深 い

内容 を もってい る。 この よ うに見 ると ドイ ツ公

会計 との理論 的関連 につ いて の興 味 もさ るこ と

なが ら,ド イツ公会計 そ れ 自体 およ びその改革

の検討 を行 な う場 合 に もスイ スの公 会計制 度 は

不可避 の考察対 象 とな る。 この ことが スイス の

公会計 制度 を取 り上 げ る主 た る理 由で ある。

そ こで本稿 にお いて は,こ れ まで取 り上 げ ら

れる ことの なか ったスイ ス ・カ ン トンにおけ る

公会計 制度改革 に焦点 を 当てそ の内容を見 る と

ともに,と りわけ,そ こに導 入 されて いる資 金

情報 の作 成 に関心 を もって その意味 を考 える こ

ととす る。

まず最 初 に,ス イス公会計 制度改革 の背景 は

いか な るもの なのか を見て お きたい。 この 問い

につ いて はスイスで の行 政 に対 す る考 え方 を見

るこ とに よってその解 答の一部 を知 り得 る。 ス

イス は連 邦制 を と り23の カ ン トンか ら構 成 され

るが,「 スイス連 邦 の主体 は あ くま で もカ ン ト

ンで あ り,連 邦 は二次 的形成体 で ある」 といわ

れ,ま た,カ ン トンは 「単 なる行政 区域 で は な

く,準 国家 といえ る存在 であ る」(1)とい われ る。

これ に加 えて,ス イ スの政治 システ ムにお ける

3つ の特 徴 的 な構 造 原 理 とい わ れ る連邦 主 義

(カ ン トンの強 い地位),直 接 民主 主義(連 邦 レ

ベル および カ ン トン ・地 方 自治体 の それ ぞれ に

おける国民投票制度 〈レフ ァレンダ ム〉 すな わ
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ち義務的レファレンダムと任意的レファレンダ

ム）および自由主義的な基本姿勢が，さまざま

の制度の統一化ないし調和化を困難なものにし

てきたといえるのである。

1．公会計制度改革の経緯

（1）公会計制度改革の背景

 公会計制度にあってもこのように地方白治権

がきわめて強固であるために，従来，カントン

のうちほとんどが一般会計および特別会計の区

分とその計算書’（Ordent1icheRech㎜㎎／AuBe・一

〇・dent1iche Rechnung）を決算書として採用して

きたとはいえ必ずしも統一性がなく，従って，

カントンにおける比較可能性が大きく制約され

てきた。こう’ ｵた問題点はすでに19C後半以来，

例えば，スイス統計学会でも，！910年代のカン

トン財政長官会議においてもしばしば指摘され

てきた。このように，この公会計改革の動きは

近年になってにわかに開始されたものではなく，

ブショアによれば制度改革の議論は60年来のも

のであるという（2）。さらに，その萌芽にまで

逃れば100年以上の経緯をもっているのである。

比較的近時においては，第二次大戦後すぐに財

政改革のための一連の動きに関連して公会計制

度問題が再び取り上げられた。そのさい勘定組

織が改訂されユ0進法による分類を導入している

が，一般会計計算書および特別会計計算書の基

本的概念の改訂には至らなかった。1949年には

これらの計算書は，いったん，財務計算書（Fi－

nan．rechmng）および総括計算書（Gesammt．ech－

nung）へと移行し，同じ年に発足したカントン

財政担当官連盟による「市町村の勘定組織構築

のための委員会」は，1953年に複式簿記に基づ

いた項目グループ別勘定組織（Sachgruppenp1an）

を公表している。それによれば複式簿記の導入

とともに，行政計算書（Verwa1tungs．e㎝u㎎）お

よび財産計算書（Ve・m6gens・echnung）が提唱さ

れたのであるが，カメラル思考に基づく予算編

成は原則としてさらに維持された（3）。

 1960年代後半における財政改革は公会計制度

の調和化の必要性をいっそう大きいものにし，

公会計制度改革の要請は！970年代に入ってカン

トン財政長官会議（Konfere。。de．Kanto．aIe．

Finan・di・ekto・en：FDK）がそのための「会計

モデル委員会」を設置することによってようや

くにして結実することとなる。

 カントン財政長官会議によって開始された公

会計制度改革の検討は，その継続的な努力を経

てようやく1988年までにカントンおよび地方白

治体（コミューン）に導入された。この間，制

度改革案作成の作業委員会が2度設置され，

1973年に設置された第1次の委員会が1974年に

行なった報告で，会計モデル構築のための「今

後の作業方針」として次の4つの基礎的な考え

方が示されている（4）。

 ① 普通財産（Fi．anzve．m6gen）および行政財

産（Verwa1tungsvem6gen）に関してもっぱら実

現可能性（Rea1isie．barkeit）の基準に志向した

区別に基づく統一的な支出概念

 ② 行政計算書（Verwa1t．ngs・㏄hm．g）の経

常計算書（Laufende Rechnu㎎）および投資計算

書（Inv・sti七ions…hmng）への分割

 ③ 統一的なコンテンラーメン

 ④ 特別財務（Spe．ia1finan．ie．u㎎）（基金

Fo．ds）の維持による補償原則（Deckungsg。㎜d－

S6土Ze）の調和化

 この作業方針に基づいて新しい会計モデルを

具体的に構築すべく1974年に第2次の委員会が

設置されている。1976年に出された同委員会の

最終報告がカントン，連邦および関連する自治

連合組織の支持を得たのを受け，これを基礎に

してカントン財政長官会議は，1977年12月2日，

カントンおよび市町村が導入すべき新公会計モ

デルのための「推薦」としてハンドブックを公

表したのである。そのハンドブックは，1981年

7月2日，増補のうえ2分冊として公表されて

いる。ついでながら，本稿においてスイスの現

行公会計制度に関して依拠するハンドブックは

この1981年版である。

（2）予算制度改革の視座

 公会計情報の内容は自治体の業務，行政組織
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および会計制度に如何にかかっている。公会計

情報の調和化をする場合に，その方法は計算書

の基本的構造に関する限り結局のところ統一化

に限定されるために，実質的にというよりはむ

しろ形式的に調和化された計算書の内容が必要

となる。ただ，行政の業務は各カントンや市町

村の間で多様性があり，また異なっているため

に，財政統計，経済統計および社会統計の役割

は，例えば，カントン財政，市町村財政，特定

目的連合および営造物財政について，内容的に

比較可能性をもった結果を提供するところにあ

る。そこで，改革の出発点は形式面での予算制

度調和化に置かれたのである。こうした改革に

さいして留意された観点として，統一的な概念

によって制度を調和化すること，経営経済的観

点からの原価情報の提供および国民経済的観点

からの利用可能性を含んだ公会計の情報能力の

向上，公会計情報の受け手である議会および市

民にとっての理解可能性の向上および透明性の

向上等次のような8つのポイントが掲げられ
た（5）。

 a．公共団体のすべての財政事象の統合的で

体系的な整序：公共団体においては多様な財政

にかかわるさまざまの事象が展開されるのであ

るが，これらは統合性や体系性をもって報告さ

れるべきことが意識されている。具体的には，

行政計算書において予算計上され決算が行われ

る項目とならんで，普通財産に関連して生ずる

事象（例えば，あらかじめ見込まれる土地収益，

有価証券の収益および売却）が貸借対照表で分

類して表示されなければならない。それととも

に，種々の財政事象や監督下にある財団の財産

状態に関する報告がなされ，また，企業や営造

物（例えば市町村事業所のような公営の独立的

企業および非独立的企業）の計算書が作成され

なければならないのである。

 b．行政計算書の統一的な基本構造：どの公

共団体にとってもその政策と行政計算書の内容

は重要な関連をもっている。つまり，それぞれ

の政策決定に公会計情報が用いられることを意

識するならば，公会計制度は，国家政策的かつ
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経営経済的な必要条件に一適合し調和化された内

容および分類基準をもったものとして開発され

ることが必要となる。

  C．市民および議会にとって理解可能である

こと：一般的に，公共団体の行政計算書および

財産計算書は，専門家によってさえも難解であ

るとしか見られないような多様な分類基準をもっ

ている。 《普通財産および行政財産》のような

中心的な概念ですら，しばしば同じカントンに

おいても，また各カントン間ではさらに異なっ

た内容をもっているのである。 《行政計算書》

は，従って，市町村間においてもカントン間に

おいても往々にして比較不能となるのである。

 《支出》および《収入》または《費用》および

 《収益》のような概念はさまざまに異なる内容

を含み，そして誤った解釈へ導く誘因となる。

このことから，商業教育を受けた人が容易に使

用できるような近代的な経営経済的会計制度の

用語および概念に依存することが求められなけ

ればならないのである。このようにスイスにあっ

ては市民および議会に公会計を理解しやすくし，

また，接近しやすくするために，すべての段階

の公会計は同じシステムに基づいて構築される

べきであるという鮮明な理念が掲げられている。

ここでは，そのための共通の基準および共通の

概念が会計モデルの本質的な基礎となることが

強調されているのである。

 d．さまざまな規模の公共団体すべてに当て

はまる制度の妥当性：公共団体は制度的に多様

性をもっとともにその規模にもかなりの相違が

あるのが普通である。にもかかわらず，会計制

度としては同じものが採用される必要がある。

特定の規模の基準または制度的な枠組みにのみ

適合するモデルは除外されなければならず，そ

うした観点からの会計制度の構築がここでは強

調されているのである。

 e．公的支出が適切な自己金融によって資金

調達される保障：公共団体は年度によっては資

金需要すなわち欠損を生じ，あるいは，剰余金

を生ずる。外部資金に対する需要および償還の

可能性はそのつどの投資行動のあり方に依存し，
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また，特別収入（例えば，土地利益税または相

続税）に依存するのであるが，とりわけ小規模

公共団体にあっては収支バランスの不安定性は

ますます増大しつつあるという。会計モデルは

こうした状況を考慮するものでなければならな

い。補償原則を考える場合には，支払資金需要

と負債償還支払との調節のために，財政的およ

び全体経済的必要条件を考慮に入れたシステム

が前もって予定される必要があるのである。

 f．原価意識の喚起：公共の施設に対する資

本集中がますます進み，また，行政のさまざま

な領域における費用増大は《原価爆発（Kosten－

exp1osion）》といわれるほどの状況となってい

る。そこで，個々の任務の領域における業務遂

行のための費用を徹底して明示することが重要

となってきているのである。目標として設定さ

れた原価節約は外部および内部の給付の購入お

よび提供についてのできる限り詳細な知識を必

要とする。こうした情報は公会計によってでき

る限り経済的な方法で用意される必要がある。

固有の経営簿記をもつ官庁企業の会計制度にあっ

ては原価についての認識は常に念頭に置かれ得

るが，行政計算書の大部分の会計制度において

はこうした見方は等閑視されてしまうこととな

るもこうした領域においても原価意識を喚起す

るために，会計制度は新しいモデルの枠組みに

おいて考察されなければならないのである。

 9．協同のための基盤（Kooperationsbasis）

の物的および時間的な拡張：公的な給付による

地域への配慮および社会的な各種の階層に関す

る適切な配慮の強化，一地域振興政策，地域開発

計画等には比較可能なデータが必要とされる。

しかしながら，現行の公会計制度は限定的でし

かもその多様性によって比較も困難であり，関

係団体が協同するさいに必要なデータを比較検

討する基礎としてはあまりに貧弱すぎることが

明らかとなっている。公共団体間の協同のため

の物的および時間的にできるだけすぐれた基準

を作成するためには，計画，予算編成および計

算書類のために形成されたモデルが利用可能で

あり，財政数値との間に最適な連携関係が存在

していなければならない。そうなって初めて迅

速かつ経済的なデータ解析が保障されるのであ

る。

 h．分類が経済統計および社会統計に準拠し

ていること：財政は経済および社会政策におけ

る要点を考慮しつつ全体経済という大きな観点

から判断されなければならない。つまり，私経

済と国家経済は，例えば，労働市場および資本

市場，建設産業等の大部分の市場において競合

関係にある場合もあれば，あるいは，運輸部門

のようにその業務の履行をさまざまなかたちで

分担するような補完関係にある場合もあるので

ある。従って，ここでは会計制度においてもそ

の重要な二次的役割として，会計的数値が各種

の統計数値の分類に準拠することによって，政

策的意思決定に利用し得ることが求められてい

るのである。

2．制度のフレームワーク

 以上にわたってスイス・カントンにおける新

公会計制度成立の経緯を見てきたのであるが，

ここではその制度の概要とその基礎的な概念に

ついて考察することとする。

 さきにも触れたように，ほとんどのカントン

および多くの市町村では行政計算書を一般会計

計算書および特別会計計算書に分割してきた。

この区別は，経常的な収入から直接的に補償さ

れる支出は一般会計計算書に記入し，事後的ま

たは事前的な補償（6）によるものは特別会計計

算書に記入するというものである。とくに，投

資等の特定の支出に対する資金手当が自己金融

ではなく外部金融による場合には，その収入お

よび支出は特別会計計算書において取り扱われ

ることとなる。この方法は，かつてのドイツに

おける特別会計が公債による収入およびそれに

よって補償される支出を取り扱ったのと軌を一

にするものと考えられる。こうした両者を区別

する方法は，一般会計計算書の残高によってそ

のつどの会計年度における補償成果（Deckungs－

erfo1g）が表示されるという利点をもつと考え

られる。つまり，直接補償の結果は自己金融力
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（Se1bstfinan・ieru㎎skraft）（7）を表示するこ1とと

なるのであるが，しかし，それ以上の何もので

もない。新公会計モデル構築のための作業委員

会は，このような一般会計計算書と特別会計計

算書に分割する方法を避けることとした。その

理由はこうである。この方法が長期にわたって

採用されるとすると，特別支出による財務の拡

張や縮小が行なわれることによって計算書が

「改善」されたり「改悪」されたりすることが

起こり得るとする。つまり，計算書についての

「操作（Manipu1ation）」の可能性が考えられる

とするのである（8）。ドイツの現行制度も一般会

計と特別会計の区別を廃止した理由にはこうし

た「操作性」は少なくとも表面的には掲げられ

てはいないが，すべての収入をもってすべての

支出を支弁するという「総体補償の原則（Gesa－

mtdecku㎎sprinzip，Nonaffekta七ionsprinzip）」が主

第I段階

正味投資

第1図

投 資

たる理由として考えられている。それによって

財政全体における補償力（Deckungsk・aft）を知

ろうとする点についてはスイスにあっても同様

である。

 さて，次に制度における成果計算書の位置づ

けについて言及しなければならない。従来，い

くつかのカントンにおいては行政計算書は「成

果計算書（E・fo1gsrech・ung）」の形式で作成され

てきている。これは可能な限り経営経済的計算

制度に依拠するという観点に基づくものである。

従って，公共団体の価値費消すなわち費用およ

び価値流入すなわち収益は成果計算書において

計上されることとなる。ところがこの方法によ

れば投資は経常的な費用支出のなかに埋没して

しまうこととなる。投資がいわば変動費として

取り扱われる限りにおいてはこうした「成果計

算書としての行政計算書」が成立するのである

スイス・カントンにおける会計モデルの概念図

計 算 書

第I段階

財  務

経常計算書

入 件 費
物 件 費
利   息
経常交付金

特別財務へ
の預託金

■⇒■妻仁鵠

税   収

収入割当金

経常交付金
  収入
財産収益
特別財務
   収入

第皿段階

資本変動

（投資支出
 の）

積極計上

（出所）K・・f・・… d・・K・・t…1・・Fi・…di・・kt・…，H㎝必αcんdes五・c加αη88ωe8eπ・伽栃eη舳加π

   Hα鵬んαZ胞 B♂ 五 Bem1981，S．20u，S．68、
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が，投資を区別しようとする場合にはこの計算

書は十分な情報能力をもち得ないのである。投

資は当然のことながら貸借対照表に借方計上さ

れるが，投資概念として特化されないまま直接

に貸借対照表に計上されるために，それにかか

わる予算計上のさいに投資活動の証明に関する

特別の評価を必要とすることとなるのであ
る（9）。

 委員会ではこのように投資活動およびそのた

めの資金フローの表示を意識しながら諸外国の

制度研究も踏まえ計算書体系の種々の可能性を

模索している。こうした検討を経て，諸外国に

おいては行政計算書を経常会計にかかわるもの

と資本会計にかかわるものに分割するのが有力

となっているとの結論を得たのである（ユ。）。その

結果スイスにおいては行政計算書を経常計算書

（Laufend．Rech㎜㎎）および投資計算書（I。。e－

stitionsrechm㎎）た分割することとなった。こ

の体系は第1図のように表されている。当然な

がらこれらに在高計算書（すなわち貸借対照表）

が加えられて計算書の体系が構成され，さらに，

本稿での重要な関心の対象である資金情報とし

ての財務表示書（Finan．ie・u㎎sausweis）が作成

され開示されている。

3．新制度における10の原則

 委員会によって開発された新会計モデルは必

ずしもすべてを規定するものではなくその原則

的な基礎を形づくるものであり，その最終的な

制度形成はそれぞれの公共団体のおかれた個別

の特殊条件のなかでなされるべきものであると

されている。そうした前提の上に提示されてい

るのが次に掲げる10の原則である。もっとも，

これらの原則のうちには内容的に重複も見られ，

重複部分ないし反復部分をまとめてブショアは

6つないし7つの原則を掲げている（ユ1）。

（1）予算法におけるカントンと地方自治体（市

 町村）との調和化

 財政予算法（Finan．hausha1七s．echt）の規定は

カントンと白治体とでは非常に大きな差違があ

り，部分的には欠陥があったり整合性を欠く内

容があるといわれる。そこで，会計モデルおよ

び予算法への準則（RichtIi・ie・）によって予算

法を調和化するための基礎が与えられる。この

準則は制度改革についての提案および改革を容

易にするために作成されるものであり，それぞ

れのカントンの法秩序に合わせて再編できるよ

うにされている。それには「カントン財政予算

のための標準法（M1uste・geset・f｛r den Fina・・一

haushaIt des K早ntons）」（以下，単に，標準法

という）（12〕およびそれに適合するように調整さ

れるべき「市町村の予算法に対するテーゼ
（Thesen zum HaushaItsrecht der Gemeinde）」 と

題する修正提案が含められている。しかも，そ

うした自治体における財政予算法は会計モデル

の基礎だけではなく，予算執行のうち最も重要

な規則も総合的な概念に適合するように改正さ

れることが必要となる。従って，そのためのモ

デルとなる法律には，簿記，予算編成のための

概算方法，会計書類，財政計画および財政統計

に関する規定とならんで，財政管理および財政

監督のための組織に関する規則をも含んでいな

ければならないとする（ユ3）。カントンと地方自

治体（市町村）との会計制度の調和化をめぐる

措置に関して，委員会はこのように周到な配慮

をしているのである。

（2）行政計算書における統一的な支出概念

 従来，財政法においては，「支出（Ausgabe）」

という概念は公的業務を遂行するために普通財

産（Finanzvem6gen）を利用することであると

して理解されてきた。つまり，支出の財政法的

定義によって支出概念は常に普通財産と結びつ

けられて解釈されてきたのである。こうした考

え方に基づけば普通財産と行政財産（Verwa1－

tungSVerm6gen）の区別はなされないこととな

る。概して，財政学の文献においてはこれまで

両者の区別についてさまざまの批判がなされて

きており，その区別は受け入れられてこなかっ

た。財政学において区別されるとすれば，例え

ば，庁舎，老人ホーム，学校等のような行政行
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自己資金財源 公 共 団 体 自己資金財涯

をもつ他の自 をもつ他の自

然入および法 普通財産 特別会計 行政会計 然人および漫

人 人

雇用者交付金 被用者交付金

人的保険金庫
利 息

財務表示書 貸 付 税収，

特別財務か 経常交付金

らの引出

公債，

銀行借入

資金財源 特別財務へ 人件費支出，

経常行政

（普通財産管理 の資金預託 経常的物件
計算書

および債務業務） 費支出，経

常交付金

債務返済
普通財産と

行政財産と 減価 収益

の間の交換 償去口費 余剰金

予備的な土 自己金融

地取得およ

欠損金
投資交付金

びその他普
収入

通財産投下

当座勘定 特別財務へ

の前払い 投資計算書

投資，

貸付
投資交付金

収 納

官庁企業会計

計算書 利 息

支 払

《内部における資金の流れ》

自己資金財源

をもつ他の自

然人および法

                                               《外部における資金の流れ》

（出所）Konferen．der Kant㎝alen Fhan．di．ekto．en（趾昌g．），Hαη泌阯o尻此c片π口π8sωε8επs dεr b〃例肱乃刎Hω銚α王ねB吐工Bem1981，S．24
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為のために利用される「狭義の行政財産」と，

例えば，道路や橋のように誰もが利用可能な公

共財を意味する「共同に利用する物財（Sachen

imGemeingebrauch）」であるが，これらはいず

れも行政財産である。これは従来の財政法の文

献が公的財産をその所有理論という観点からの

み考えてきたことによる。しかしながら，新会

計モデルにおいてはそれを目的理論的に考えて

普通財産と行政財産との区別をする立場をとっ

ている（14）。委員会の見解によれば，この両者

が区別されないことによって行政施策の計画の

さいにそのコスト計算は不明確となってしまう

とする（工5）。これら両者の概念は，標準法によ

れば次のように定義されている。「普通財産は，

公的業務の遂行を阻害することなしに売却され

得る財産価値から構成される」（第1ユ条第2項）

ものであり，r行政財産は直接的に公的業務の

遂行に用いられる財産価値を含む」（第11条第

3項）ものであるとされる。ここから理解でき

るように，その両者の区別の基準は「実現可能

性」（工6）である。

 さて，支出概念の明確化と一その統一的解釈の

第3図

必要性がいかなるところから現れてきたのかに

ついて見ておこう。スイスにおける公的資金フ

ローは，わが国と同様にかなり複雑な様相を呈

しており，その全体像は第2図のように表され

る。

 第2図からわかるように公的な資金フローに

関連するエンティティには，行政会計，普通財

産および負債業務（Schu1de・dienst），非独立企

業および営造物の会計，資金的に統合された固

有の法人格を有する営造物（例えば，保険金庫），

および，その他行政上の財団がある（17〕。この

ように複雑なエンティティの関係が存在するだ

けに，その間で使用される支出概念はあらかじ

め確定され統一される必要があるのである。

 新会計制度における「支出」概念は特徴的な

内容をもっているといわれるのであるが，具体

的にはどのような内容をもっているのであろう

か。この支出概念を明確にするためには，さら

に，「投下（An1age）」，「費消（Konsum）」およ

び「投資（InVeStition）」の概念の援用が必要と

なる。これらすべての概念との関連において

「支出」がいかなる意味をもつのかが第3図に

財務手段の利用形態

スイスの会計モデルにおけ
る財務手段の利用形態

投  下
（An1age）

公的・法的業務とは
結びついていない
 （「実現可能」）

支出（Ausgabe）

（公的・法的業務へ

の継続的または最
終的結ひっき）

投  資
（InVeStitiOn）

費  消
（K㎝sum）

「交換価値

（Tauschwert）」

非「実現可能」

「利用価値

（Nutzungswert）」

最終的には公的・

法的業務に利用
すること

普 通 財 産
（Fi・・・…m6g・・）

 行 政 財 産
（Velwa1t㎜gsvem6gen）

（出所）G｛nter Merschb6cher，研e棚励e地。んηαη8s8ツ8亡em抗der肋π∂esr印肋肋Dωε80んエαηd，加

  礎erre肋αη∂加der8cんωε法M｛。。b。。1987．S．115．
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よって明らかとなろう。

（3〕経常計算書と投資計算書への行政計算書の

 二分割化

 新会計制度においては，行政計算書を従来の

一般計算書および特別計算書という区分ではな

く，経常計算書および投資計算書に分割してい

ることについてはさきに述べた通りである。そ

れでは，それらの計算書には具体的にどのよう

な内容が記入されるのであろうか。

 まず，標準法によれば，「経常計算書は一会

計年度の費用および収益を記載する」（第17条

第1文）とされ，「これらは自己資本または貸

借対照表欠損額を変動させる」（同第2文）と

いう性格づけがなされている。つまり，成果計

算書として構成された経常計算書においては費

用（すなわち，外部への経常的な支払い，減価

償却費およびその他の費用項目）に収益が対照

表示され，その差額は補償成果（Deckungse・fo1g）

を表すこととなる。その補償成果が収益超過で

ある場合には，それは普通財産において留保さ

れるかあるいは投資の資金調達のために利用さ

れて投資計算書に計上されるとともに，貸借対

照表上の自己資本増加をもたらすのである。次

に，投資計算書は，標準法によれば，「自己財

源または補助金により，複数年度にわたる利用

期間をもつ重要性のある財産価値が調達される

場合の財政取引を記載する」（同第21条第1文）

ものである。また，「それは総投資額および正

味投資額，自己金融ならびに財務欠損額または

財務超過額を表示する」（同第21条第2文）と

いう機能をもつものとして位置づけられている。

当然のことながら，投資概念についてもまた統

一的に解釈されることが必要であり，このこと

は新会計モデルの核心部分でもある。こうした

基礎概念についてはさきに掲げた第3図からも

理解できる。

 さて，言己帳手続であるが，この投資計算書は

3つの段階を経て締め切られる。その理解には

第ユ図で示した投資計算書の各段階の関係が参

考となる。まず，投資計算書の第I段階におい

ては，公共団体によって実施された投資支出が
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示され，さらに，財政調整に基づいて傾斜査定

された連邦およびカントンの投資交付金（InVe－

stitionsbeit・身ge）についての情報ならびに差額

としての正味投資額が表示される。この正味投

資額は自己財源によるかまたは外部資金によっ

て支弁されるものであるが，その関係は次の第

皿段階において表示される。第■段階の残高は

正味投資の財務欠損または財務超過をその結果

として示す。すなわち，この勘定においては経

常計算書で算定され振り替えられた減価償却費

と収益超過によって支弁される自己金融と正味

投資が対照表示され，投資額の方が多い場合に

はその不足額は外部金融を必要とする部分とな

るのである。逆に，自己金融よりも投資額の方

が少ない場合には，その財務超過額は債務償還

に充てられるかまたは留保されることとなる。

この第■段階の残高は最後の第皿段階に振り替

えられ，さらにその残高は資本変動を表すので

あるが，これは経常計算書の残高および在高計

算書の積極と消極との差額とも一致する。つま

り，二面的に成果が表示されることとなるので

ある。第皿段階における残高は，最終的に，自

己資本または貸借対照表欠損に振り替えられる。

これらの記帳関係についてはすでに具体的な金

額を付して示した通りであり（ユ8），それによって

容易に理解できる。

（4〕公的予算における統一的なコンチンラーメ

 ン

 勘定は財政および国民経済的観点に基づいて

構成されている。例えば，行政計算書における

勘定の基本的構造は，本質的に，財政統計に見

られる国民経済的構成が取り入れられ，さらに，

会計モデルの必要性に応じて継続的に発展でき

るようにされている。こうしたコンテンラーメ

ンによって財政の種々のレベルで広範かつ統一

的な基盤が整備されることとなり，市民にとっ

て予算執行の透明性が増すとともに財政分析の

可能性も広がるのである。こうした考え方に立っ

て構築されたコンテンラーメンは，自治体の規

模の如何にかかわらずその二一ズを汲み取り予
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算データについての広範な比較可能性を実現す  制度において用いられているコンテンラーメン

る枠組みを作り上げたと言えるのである。いい  の骨格は次のような構成をとっている。

かえれば，このコンテンラーメンは，なにより
                            在高計算書    1 積 種
もまず，カントンおよび市町村にとって目的適
                                       2 消 極
合的な勘定グループとして構築されているので
                            経常計算書    3 費 用
ある。
                                       4 収 益
 さらに，財政ないし行政の観点のみならず商
                            投資計算書    5 支 出
業教育を受けた人々の観点からの公会計に対す
                                       6 収 入
る理解可能性，評価の可能性さらに比較可能性
                            決 算 書    9 決 算
をも意識して統一的なコンテンラーメンが構築

されている。その基本部分は，スイスにおいて   以上のような基本的思考に基づいたコンチン

用いられているコンテンラーメンに公的機関の  ラーメンの内容についていまその概要のみを示

特殊性を織り込んだものとなっている。新会計  すと第1表の通りである。

             第1表公会計のスイス・コンテンラーメン（概略）

在 吉同 計 算 書
行 政 計 算 書

経 常 計 算 書 投 資 計 算 書 決 算 書

積 極 消 極 費 用 収 益 支 出 収 入

ユ 2 3 4 5 6 9

普通財産 他人資本 30 人件費 40 税収 50 有形資産 60 有形資産の 90 経常計算書

10 流動資金 20 経常債務 31 物件費 41 許認可収入 52 貸付金およ 除去 91 投資計算書

n 銀行預金 2ユ 短期負債 32支払利息 42 資産運用収 ぴ参加 61 資産利用権 92 貸借対照表

12 固定資産 22 中期および 33 減価償却費 益 56 自己の交付 の除去およ

13 経過勘定 長期負債 34特定目的を 43 料金 金支出 び利用料金

23 特別会計の 持たない負 44 特定目的を 57 継続的交付 62 貸付金およ

行政財産 ための債務 担金および 持たない受 金支出 び参加の払

14 有形資産 24 引当金 交付金支出 取金および 58 その他積極 い戻し

15 貸付金およ 25 経過勘定 35 公共団体へ 交付金収入 計上される 63 有形資産投

び参加 の事業費補 45 公共団体か べき支出 資のための

16 投資交付金 特別財務 償金 らの還付金 59 消極計上額 払い戻し

17他の積極計 28 特別財務の 36 継続的交付 46 自己の会計 64 自己の交付

上された支 ための義務 金支出 のための交 金の還付収

出 38 特別財務お 付金収入 入

自己資本 よび財団へ 47 継続的交付 66 自已の会計

特別財務 29 資本 の預託 金収入 のための交

18 特別財務の 39 内部清算勘 48 特別財務お 付金収入

ための前払 定 よび財団か 67 継続的交付

い らの引出 金収入

49 内部清算勘 68 減価償却費

貸借対照表欠損 定 の移し替え

ユ9 欠損補填 69 積極計上額

（出所）VaしKonferen・der Kantona1en Finan・direktoren（Hesg．）Hαη曲αcん幽8肋cん伽ηgsωe8e鵬der

  6〃eη〃c加ηHαα8んαZfa－Ba エ Bem198ユ，S．137．，Vgt Buschor，Emst，Deckmgspohtik und

  δffen砒che BiIanz， in：エ）er8cんωe｛zer Treαん6ηder，56．Jg． （8／1982）， S． 10．
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（5）調和化された補償原則（Deckungsgrund－

 S台tZe）および特別財務

 補償とは支出がなんらかの財源によって支弁

されることをいい，支出の大きさとそれに対し

て収入がどの程度支弁し得るかは行政にとって

は財政管理のうえで最大の問題のひとつである。

補償には①直接補償（Direktdecku㎎），②事後

補償（Nachdecku．g）および③事前補償（Vo．w．g－

decku・g）の3種類があり，①は費用支出が同

一年度の資金によって支弁される場合，②は支

出が積極計上され，複数年度間にわたる減価償

却の形態で費用配分される場合，さらに，③は

費用が以前の年度に賦課される場合である。た

だし，③の場合は法的根拠を有する場合のみ許

容されるもので，例えば，特別財務にかかわる

投資について事前資金調達の行なわれる場合が

これに当てはまる（19〕。こうした補償のあり方が

新会計制度においては補償原則（Deck。。g．g。。。d－

S6t．e）として示されている。ハンドブックに

よれば，補償原則とは費用が個別の会計年度に

付加されるべき規則を意味し，これには次のよ

うな3つの意味が含まれるという（鋤。

一 投資のための適切な自己金融を確保するこ

 と；これは景気に好ましからざる影響を与え

 るような必要以上に債務を負ったり過剰な外

 部資金の導入を回避することが意識されたも

 のである。

一 補償成果の比較可能性を確保すること；補

 償成果とは最終的に費用超過となるかまたは

 収益超過となるかということである。とくに，

 小規模な公共団体にあっては収支の変動が大

 きいことから，財政的な評価をするには単に

 資金需要に対する考慮のみでは足りない。

一 原価意識の喚起と公共団体間における原価

 比較；新会計モデルにおいては，費用と原価

 とを可能な限り同様の取り扱いをすることに

 よって，公的機関における原価意識を喚起し

 それを合理的にまた容易にできるように考慮

 されている。これは料金設定の場合にも大き

 な意味をもってくる。

 補償を考える場合に大きな要因となる問題に
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減価償却がある。発生主義に立つ新会計制度に

おいては，その思考体系からもわかるように，

当然ながら，すべての償却性資産について減価

償却が行なわれ費用配分がなされる。そのさい，

実務的にその手続をできるだけ簡便にするため

に，個別の固定資産による償却をするのではな

く，貸借対照表における固定資産の未償却残高

に一定の償却率を積算するという方式をとると

している。このように減価償却を実施すること

により，その留保額は内部の自己金融に役立て

られることとなるのであるが，大規模公共団体

にあっては投資額の50～70％は自己金融によっ

てまかなわれるという（21）。

 さて，スイスの新会計制度の特徴のひとつで

ある特別財務について言及しなければならない。

標準法においては，まず，「特別財務は公的業

務を履行するために法的に使途を特定された資

金である」（第13条第1項）と定義している。

つまり，提供される業務とその受益者によって

直接に支払われる対価との間に因果関係が存在

する場合にこの仕組みが用いられる。その具体

例には公的機関による駐車場経営とその料金収

入が挙げられている。さきにも触れたように，

スイスにあっても補償に関する基本原則として

「総体補償の原則」が置かれているのであるが，

特別財務の制度によって特定の収入と支出とが

結びつけられるため，この原則は中断されるこ

ととなるのである。

 ところで，特別財務の在高勘定は義務（Ve・一

pf1ichtung）または前払（VorschuB）としての性

格をもつとされる。従って，それらは貸借対照

表の消極または積極に計上されなければならな

い。ハンドブックの勘定科目解説によれば，前

払について，「使途の特定された収益が，当該

会計年度の特別財務費用を補償するのに十分で

．なければ，費用超過は，この特別財務の収益超

過から生じた義務勘定に賦課するか，または，

公共団体の前払によって補償されなければなら

ない」（22）としている。特別財務の義務について

は，「使途の特定された収益が特別財務費用を

当該会計年度において超過した場合には，収益
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超過はこの目的のために開設された義務勘定

（Verpf1icht㎜gskonto）またはすでにある義務勘

定に貸方記入されるか，または，公共団体によっ

て過去に特別財務に対して支出された前払の一

部または全部を償還するために使用されなけれ

ばならない」（23）としている。つまり，この収益

超過は利益剰余金となる。しかしながら，義務

の方は性格としては他人資本の意味をもつとい

う。というのは，それは財務的給付を提供し，

使途の特定された資金利用に対する法律上の請

求権をもつ他人資本と同様だからである。特別

財務にあっては，従って，資金は使途の特定さ

れた対価のすべてまたは一部を利用して留保さ

れるか，または，短期的な資金の入金によって

事前金融が行なわれるのである。このように，

特別財務の義務および前払は第三者に対する負

債および債権であるかのように取り扱われ，ま

た，利子を付さなければならないのである（24）。

 さらに，こうした特別財務についての性格づ

けについても述べておこう。新会計制度におい

ては特別会計となるような「基金（Fonds）」概

念を意識的に避けているという（25）。その理由は，

特別会計としての基金概念には法的にも内容的

にもさまざまな形態があり透明性や理解可能性

を欠くという問題を解決することが考えられて

いる。いいかえれば，特別財務をこうした一元

的な概念のもとに規定することによって財政構

造全体とともにその会計制度もわかりやすいも

のにし得るのである。しかしながら，もともと

新会計制度によって提起されている内容および

概念はひとつの「標準」であって，それぞれの

カントンにすべてが取り入れられるとは限らず，

例えばカントン・チューリッヒではこの仕組み

に「特別基金（Spezia1fonds）」という概念を当

てはめている（26）。

（6）省庁別分類ないし機能別分類およびコンテ

 ンラーメンに基づく経常計算書と投資計算書

 の分類

 省庁別分類（Institutione11e G1iederu㎎）は予

算の管轄機関に従って分類することをいい，機

能別分類（Fu・ktiona1e GIiede・。ng）は予算の業

務内容に従って分類することをいう。新会計制

度においては予算および経常計算書と投資計算

書の内容をこの2種類の方法によって分類する

ことを求めている。しかも，それは前述のコン

テンラーメンに則した分類であることを要する。

とくに小規模の市町村にあっては，一般に，組

織的な構成が必ずしも十分ではなく，そうした

場合に，機能別分類が機関別分類の代替ないし

補充としての意味をもつのである（27）。

（7）原価意識の喚起

 この原価意識の喚起の問題は新会計制度の中

心部分のひとつである。公的業務の遂行にさい

して生ずる費用を明確に把握するために，経常

支出 （1aufendeAufsgaben）となるような直接

的収支効果をもつ費用（収支的費用pagato・i－

scher Aufwand）のみではなく，収支効果をも

たないかまたは間接的にのみ収支効果をもつよ

うな費用（例えば，減価償却費）もまた表示さ

れるべきであるとす乱それによって特定の行

政機関または行政の業務における経済性および

その資金調達の状況が明らかとなり，計算書の

透明性が増すと考えられている。

 この問題は行政の内部的な清算（int・・neVer－

rech。㎜g）の必要性に帰結するという。これま

で行政内部における相互給付関係によって発生

する費用および収益の認識はさまざまに行なわ

れてきており，連邦のように明確な清算勘定を

設定していない例が一方にあるのに対して，他

方ではそうした勘定を設定している例があると

いう。従って，スイスの財政統計は，従来，単

に公会計から得られる収支的事象のみを提供し

てきたに過ぎないのである。しかし，重要な関

心の対象は個別の業務の原価合計であるという

観点から，新会計制度においてはこのような問

題を克服するために，大幅な追加費用をかけず

に近似的な原価算定が可能になるようにしてい

る。そこでは，とくに，利子，減価償却費およ

び社会的給付ならびにその他重要な内部給付に

よる収入（例えば，印刷センターおよび器材セ
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ンター，コンピュータ処理）が認識され記録さ

れなければならないとされる。つまり，帳簿上

の費用を計算するさいに施設や設備の資本コス

トを含めてあらゆる費用を認識することが，よ

り経済的な資源配分に貢献することとなると考

えられている（28）。

（8〕行政計算書と経営財務簿記との連結

 これは公会計の中心部分たる行政計算書と公

企業における計算書との連結の問題である。市

町村の企業にあっては，それが独立していない

場合であっても，行政会計から切り離されてそ

れ自体の会計が行なわれることがしばしばであ

るが，カントンではほとんどの場合，公企業の

財務簿記は行政会計に統合される。これは，そ

れぞれの共同体に，公企業の会計を行政会計に

統合するかあるいは切り離すかの選択は自由裁

量権が与えられていることによるものである。

しかしながら，共同体の総支出および総収入を

把握するためには，非独立的な営造物の売上も

第4図
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その行政会計に連結されなければならない。そ

の連結範囲はすべての非独立的な営造物とされ

ている。こうした連結のためには会計モデルの

勘定組織に則して項目が考えられなければなら

ないが，実務的には，コンピュータ処理によっ

てさほどの追加費用を要することもなく実行可

能であると考えられている。また，連結準則

（Konso1idiermgsricht1inien）を設定するととも

にその部分的適用から始まって段階的にそれを

拡充する必要性についても言及されている（29）。

（9）数値情報による財務表示書

 （Finanzierungausweis）

 行政に関連する資金の流ればその外部との関

係において生ずるだけではなく行政内部におい

ても生ずるのは自明であり，それらも会計記録

の上で把握されなければならない。こうした行

政内外との関係における資金の流れはすでに第

2図（スイス・カントンの会計モデルにおける

資金フロー）で示した通りである。

財務表示書の構成
財務表示書

勘 定
グループ

 911

 10

 11

 12

 13

 18
 20
 21

 22

 23
 24
 25
 28

資金の使途

投資計算書の資金調達不足額

増加

減少

流動資金

預金

普通財産への投下

積極の経過項目

特別財務のための前払い

経常的な義務

短期負債

中期・長期負債

特別会計のための義務

引当金

消極の経過項目

特別財務のための義務

勘 定
グループ

 911

 10

 11

 12

 13

 18
 20

 21

 22

 23

 24
 25

 28

資金の源泉

投資計算書の資金調達余剰額

減少

増加

流動資金

預金

普通財産への投下

積極の経過項目

特別財務のための前払い

経常的な義務

短期負債

中期・長期負債

特別会計のための義務

引当金

消極の経過項目

特別財務のための義務

（出所） K㎝feren・der Kantona1en Finan・direktoren，Hαη肋ωcんdε8月ecんπαπg8ωe8εηs der6〃eη捌Cんeη

  HααsんαZ亡e．月d．人 Bern1981，S．89．
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 新会計制度は公共団体の内部における財政事

象の総合的な概観を得るために，財務表示書の

作成を考案している。そこでは個別会計部分に

おける残高が統合的に表示されることとなる。

簿記システムに過度の負担を与えないようにす

るために，財務表示書は，すでにいくつかの共

同体の会計制度において用いられているような

簡略化された資金計算書（Kapita1f1uB．echnu㎎）

の形式で作成される。財務表示書そのものは，

簿記的に導かれた本来の財務計算書（Finan・ie－

rungs・echnu㎎）として作成され得るのであるが，

ただ，そうすることによって記帳の手数がかな

り増え，また，相対的に複雑な勘定組織を生み

出すこととなると考えられるという。具体的に

は，財務表示書は貸借対照表項目の変動に基づ

いて作成される。つまり，消極の増加および積

極の減少は財務手段の源泉を表し，積極の増加

および消極の減少は財務手段の使途に関する情

報を提供する。この財務表示書の内容は第4図

に示す通りである（釦）。

（1O）業務に基づく行政計算書の統計的分類（機

 能別分類）

 さきに，新会計制度においては予算および経

常計算書と投資計算書の内容を省庁別分類およ

び業務別すなわち機能別分類によって構成する

ことが求められていることについて言及した。

この原則においては，さらに，行政の執行する

業務の種類によって分類する機能別分類の必要

性とその分類から離脱する条件について改めて

規定している。

 行政による公的な業務は，共同体によって，

あるいは，ひとつの管轄において多数の業務が

執行されたりひとつの業務が多数の管轄にまた

がったりすることによって，多様な方法で執行

される。こうした場合に，予算の透明性を確保

する観点から補足的に業務の内容に基づいた行

政計算書および場合によっては非独立的な営造

物の計算書の分類を必要とする。ここで考案さ

れている機能別分類は10進法により次のような

10の主要な業務領域から構成されている。

   0 一般行政

   1 公  安

   2 教  育

   3 文化および余暇

   4 保  健

   5 社会福祉

   6 運  輸

   7 環境および地域開発

   8 国民経済

   9 財政および税

4 スイス・カントンの公会計制度における

 資金情報の意味

（1）財務表示書の本質

 以上にわたってスイス・カントンにおける公

会計制度改革の経緯およびその内容について見

てきた。公会計制度への発生主義の導入という

本質的な変革の意義もさることながら，さらに

特筆されなければならないのは実は資金情報の

作成の問題である。さきに述べた財務表示書は

一種の資金計算書の意味をもち，スイスにおけ

るこの制度は，一般論として，公会計への資金

情報の導入の端緒となるといえるだけに，むし

ろ，この問題こそ大きな関心をもって議論の対

象とされるべきであろう。そこで，ここでは新

会計制度において導入された資金情報としての

財務表示書の本質とその言明能力について考察

してみたい。

 新会計制度では，そこで設定されたコンテン

ラーメンに基づく資金フロー計算は複雑になり

すぎ記帳の手数が増えるとして断念するのであ

るが，他方において，コンテンラーメンとは切

り離して財務表示書を作成させようとするので

ある。そこで作成される財務表示書は2時点の

貸借対照表の比較によって，消極側に「資金の

源泉」が，積極側に「資金の使途」が算定され

ている。学説史の観点から見ると，こうした計

算書はドイツにおける資金計算書の一形態とし

ての運動貸借対照表（Bewegungsbi1an。），とり

わけ財政補償貸借対照表（Finan・wirtschaft1iche
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Deckmgsbi1an。）であると性格づけることがで

きるのである。その計算内容は文字通り貸借対

照表を基礎にするものであるため，成果計算書

との関連が自ずから希薄とならざるを得ない。

新会計制度においては，すでに第1図（スイス・

カントンにおける会計モデルの概念図）で示し

たように，財政における補償能力の測定に相応

の重点が置かれていると見てよい。単に一会計

年度における補償能力を示すことが中心的目的

であれば，ドイツの公会計決算書がそうである

ように，基本的に現金収支計算をすることによっ

て公会計が多くの場合共通的にもつ目的として

の自己金融能力の証明および外部金融の必要額

の表示をすること自体は不可能ではない。スイ

ス・カントンの新会計制度にあってはドイツの

現行制度の段階にとどまらず，補償成果を経常

計算書によって表示するとともに，財務に関し

てはその一部を投資計算書において表示すると

ともに，さらにコンテンラーメンとは別だてに

総括的な資金情報を財務表示書によって提供し

ようとしたものである。

（2〕財務表示書の問題点

 新会計制度で重視されているのは，公会計へ

の発生主義の導入によって財政事象の現金収支

の記録のみならず経済価値のフロー計算となら

んでストック計算を可能にしたこと同時に，と

くに，フロー計算に関しては経常的な収入およ

び支出の関係だけではなく，投資活動における

収入および支出をも包摂してその補償能力を測

定しようとしていることである。もっとも，

「投資」といっても，この会計制度では第3図

（財務手段の利用形態）からも理解できるよう

に，それを行政財産の取得に限定しており，売

却可能性を前提とする普通財産の取得は「投下」

として「投資」からは区別している。従って，

財政の包括的な補償能力を測定しようとするの

であれば，投資活動には経常的な行政活動に伴

う収入および支出以外のものも含めなければな

らないはずである。この収入および支出には，

さらに，財務活動によるものがある。つまり，

孝文                    325

収入および支出は，アメリカの財務会計基準書

第95号（SFAS95）にいう現金収支計算書にお

いて用いられている区分，すなわち「営業活動

からの収支」，「投資活動からの収支」および

「財務活動からの収支」から構成されると見る

のが至当であろう。公的な財政の領域において

これを当てはめれば，すべての財政収支は「行

政活動からの収支」，「投資活動からの収支」お

よび「財務活動からの収支」によって構成され

るものと考えることができる。このように考え

れば，スイス・カントンの新会計制度における

補償能力の測定には「行政活動からの収支」お

よび部分的な「投資活動からの収支」が取り扱

われているのみであり，さらに，「投資活動か

らの収支」の残りの部分および「財務活動から

の収支」が取り込まれる必要があるのである。

 新会計制度におけるこのような考え方は，そ

の基本的な原則の第二としてすでに見たように，

従来の財政学では受け入れられてこなかった普

通財産および行政財産の区別それ自体がひとつ

のテーマとなっており，それに基づいた会計処

理と概念規定に重点が置かれたことによって投

資部分のみがそれも行政財産という狭い範囲に

限定されて強調されたものと考えることができ

よう。その結果，上記の「投資活動からの収支」

の残りの部分および「財務活動からの収支」は

単なる交換取引として在高計算書における計上

項目となっているのである。従って，こうした

計算の連関からは資金フローを表示する財務計

算書の作成は困難とならざるを得ないこととな

る。これらの問題点を考慮し，財務表示書にお

ける「資金の源泉」および「資金の使途」を活

動区分ごとに表示することによって，その情報

価値はさらに高められることとなるであろう。

おわりに

 スイス・カントンにおける公会計制度の改革

は，例えばドイツの事例のように財政改革の一

環として単に付随的にのみ実施されたものでは

なく，公会計それ自体の問題として取り扱われ

てきたものである。まず，発生主義を公会計制
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度に導入することを基本的命題として，それを

実現するためにさまざまな制度改革が提唱され

ている。スイスのカントンのように名実ともに

強い自治権が付与されている状況にあって，そ

れぞれの制度を統一的に調和させるために，長

期間にわたる綿密な検討ときわめて周到な提唱

がなされている点については高く評価すること

ができるであろう。しかも，改善の余地が少な

くないとはいえ公会計制度への資金情報の導入

は世界的に見ても最も早い段階に位置するもの

であり，この点においても特筆に値するもので

ある。今後，この資金情報についてはコンテン

ラーメンの体系のなかに組み込むことを検討す

ることが必要である。いいかえれば，資金計算

書としての財務計算書を公会計制度における主

要な財務表のひとつとして確立されることが検

討されなければならないのであり，さらに，そ

のための資金概念等の理論的フレームワークの

検討が求められるということなのである。

          （注）
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